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温暖化の現状について
○温室効果ガス排出量の現状（2011年度）
・温室効果ガス：5,516万トン　1990年度比　6.7％減　 前年度比　15.3％増
・二酸化炭素　：5,302万トン　1990年度比　0.1％増　 前年度比　15.7％増
　※電気の排出係数は関西電力株式会社の各年度の排出係数を使用
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○部門別CO２排出量
・産業部門は約23％減少、運輸部門は約８％減少
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・業務部門は約45％、家庭部門は約46％増加
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○電気の排出係数と発電電力量構成比
・原発比率　45.6％（震災前）→　10％（2012年度）
　火力比率　43.0％（震災前）→　80％（2012年度）
・排出係数は、震災前（2006～2010年度の５年平均）0.333（t-CO2/千kWh）が、2012年度 0.514（t-CO2/千kWh）と1.54倍に増
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　　　　　　　　　資料：関西電力資料より大阪府作成
○現計画（温暖化対策おおさかアクションプラン）の進捗状況について
　・現計画の目標は基準年度（1990年度）比で2014年度までに温室効果ガス排出量を15%削減

　　※排出係数は2008年度の値で固定して進行管理

・2011年度の排出量は4,954万トンであり、1990年度比16.2％減、前年度比2.3%減
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図４　大阪府域における温室効果ガス排出量の推移
○全国の状況
　　全国における2012年度の温室効果ガス排出量は、13億4,300万トンであり、1990年度と比べ6.5％増加している。
また、2012年度の二酸化炭素排出量は12 億7,600 万トン（うち、エネルギー起源の二酸化炭素排出量は12億0,800万トン）であり、1990年度と比べ11.5%増加（同14.0％増加）している。
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○　部門別の二酸化炭素排出量
　　　※排出係数は、2007年度までは各年度の係数、2008年度以降は2008年度の係数で固定
　(1)　産業部門（二酸化炭素排出量全体に占める割合：約37％）
　　　産業部門における二酸化炭素排出量は、景気後退の影響を受けて2008年から減少した後は、ほぼ横ばいとなっている。2011年度は、1,828万トンと1990年度と比べ29.5％減少している。（図６）。
　　　産業部門における排出量の約95％を占める製造業を見ると、製造品出荷額等（実質）（図７）、エネルギー消費量（図８）ともに二酸化炭素排出量と同様の推移を示している。
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(2)　運輸部門（二酸化炭素排出量全体に占める割合：約14％）
　運輸部門における二酸化炭素排出量は減少傾向となっている。2011年度は、677万トンと1990年度と比べ10.4％減少している（図９）。
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運輸部門における排出量の約9割を占める自動車で見ると、1990年度と比べ全自動車走行量は少なくなっている（図10）。また、ガソリン車、ディーゼル車からの排出量は減少傾向にあり、2011年度は1990年度の排出量を下回っている（図11）。
図９　運輸部門における二酸化炭素排出量の推移
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図10　自動車走行量の推移
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図11　燃料種別自動車の二酸化炭素排出量の推移
(3)　民生（家庭）部門（二酸化炭素排出量全体に占める割合：約20％）
民生（家庭）部門における二酸化炭素排出量は、2005年度以降、概ね横ばいで推移している。　2011年度は、974万トンと1990年度と比べ23.6％増加している（図12）。

　　人口は近年横ばいとなってきているが、世帯数は増加し続けている（図13、図14）。エネルギー消費量、１世帯及び１人当たりのエネルギー消費量はともに2010年度に増加したが、前年度と比べ減少している（図15、図16、図17）。１人当たりのエネルギー消費量は、依然として1990年度と比べ多い。
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図15　民生（家庭）部門におけるエネルギー消費量の推移
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図16　１世帯当たりのエネルギー消費量の推移
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図17　１人当たりのエネルギー消費量の推移

(4)　民生（業務）部門（二酸化炭素排出量全体に占める割合：約21％）
　民生（業務）部門における二酸化炭素排出量は、2005年度以降概ね横ばいで推移している。2011年度は、1,038万トンと1990年度と比べ20.7％増加しており、前年度と比べ4.2％減少している（図18）。



業務用床面積は、1990年度と比べると30.1%増加している（図19）。また、エネルギー消費量は二酸化炭素排出量と同様の推移を示しており（図20）、床面積当たりのエネルギー消費量で見ると、2005年度以降、全体平均としては減少傾向となっている（図21）。



　　　　　　　


図21　床面積当たりのエネルギー消費量の推移

○代替フロン等３ガス排出量の現状

代替フロン等３ガス排出量は、2011年度は161万トンと1995年度と比べ65.3％減少している。ただし、ＨＦＣは2008年度以降増加し、2011年度は2008年度と比べ1.4倍に増加している。
（図22）

図22　代替フロン等３ガス排出量の推移

○　大阪における熱帯夜数、真夏日数の推移

大阪では、過去100年間で平均気温が約2℃上昇し、全国平均の約1℃を上回っており、この差がヒートアイランド現象の影響と考えられている。
大阪における2013年の熱帯夜数、真夏日数は、それぞれ47日、88日となっている。
大阪管区気象台における日最高気温、日平均気温及び日最低気温の平均値は、緩やかな上昇傾向にあり、1971年以降、各1.26℃、1.14℃、1.28℃上昇している。

図23　大都市における熱帯夜数（５年移動平均）

※5年移動平均とは、その年および前後2か年を含めた5か年の平均をとった値

図24　大都市における真夏日数（５年移動平均）


図25　大阪における日最高・平均・最低気温（５年移動平均）


図26　大阪の主要都市における熱帯夜数（7～9月）（５年移動平均）


図27　大阪の主要都市における真夏日数（５年移動平均）


図28　大阪の主要都市における平均気温（５年移動平均）

資料２





図１　大阪府域における温室効果ガス排出量の推移








図２ 部門別二酸化炭素排出量の推移





図３ 関西電力株式会社における発電電力量構成と電力の排出係数の推移


　　　　　　　　　　　　　※ただし、2007年度以降は他社受電他も含む。





資料：2012年度（平成24年度）の温室効果ガス排出量（確定値）について（環境省）





図５　全国における温室効果ガス排出量の推移








図６　産業部門における二酸化炭素排出量の推移





　図７　製造品出荷額等（実質）の推移








図８　製造業におけるエネルギー消費量の推移








図12　民生（家庭）部門における二酸化炭素排出量の推移








図13　人口の推移　





図14　世帯数の推移





図18　民生（業務）部門における二酸化炭素排出量の推移








図19　業務用床面積の推移





図20　民生（業務）部門における


　　　エネルギー消費量の推移
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